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米国と中国の通商問題とトゥキディデスの罠 
 

 

米通商法に基づき米国が相次いで実施する貿易制裁措置に対し、中国は対抗策を講じるとともに、

WTO紛争解決手続を申し立て、同時に対外開放加速や輸入拡大の方針を強調するなど、硬軟表面で対

応している。みずほ総合研究所は、米国第一主義に伴う通商問題に対する中国の対応に関するリポートを

発表している1。下記の図表はこれまでの米国の通商政策について、米通商法に基づく貿易制限措置とこ

れに対応した中国の動きを振り返ったものだ。米中通商会議は今年５月以降３回開催され、第２回には米

中共同声明が発表されている。ここでは、米国の対中貿易赤字削減の方針などが合意されている。そもそ

も、今日の米国の貿易赤字に占める中国の割合は他国を圧倒し５割近い水準にあり、事実上通商問題は

対中問題と言っても過言ではない。対日の圧力も根強いが、日本の米国赤字に占める割合は８％程度に

まで低下しており、日本へは殆ど自動車問題に集中している。今日の米中関係が、「トゥキディデスの罠」の

ように世界第１と第２の国の覇権争いの様相を強めるなか、通商問題は必然的に生じる摩擦とも考えられる。

当面、深刻な衝突に至ることを回避すべく両国間で合意が得られる可能性はあるものの、これで決着を見

るとは展望しにくく、両国の緊張関係が長期化しやすいと展望される。 

■図表： 米通商法に基づく貿易制限措置とこれに関連する中国の動向 

 
（資料）WTO、中国国家発展改革委員会、中国商務部、各種報道資料等よりみずほ総合研究所作成 

次ページの図表は習政権下の中国経済発展ロードマップである。習政権が第２期（2022年まで）を超え

2020年代後半までの影響力を持つと見込まれるなか、中国が掲げる「中国製造2025」はハイテク分野にま
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で至る戦略なため、「トゥキディデスの罠」のように米中は覇権の観点からぶつかりやすい。 

■図表：習政権下の中国経済発展ロードマップ 

 

（資料）「中国共产党第十九次全国代表大会开幕会」（『中国网』、2017 年 10 月 18 日）等よりみずほ総合研究所作成 

下記の図表は、米中間貿易が20％減少した場合の各国GDPへの影響を示す。米中の輸入制限に伴う

各国GDPへの影響で最も大きなのは中国であり、米国と比べ格段に大きい。米中貿易戦争の構造がチキ

ンゲームの様相を呈するが、より深刻な影響は中国に及ぶため、中国側が現実的な対応を先んじて行い

やすい。中国が輸入拡大等を通じ米国へ歩み寄りの姿勢を示しているのは、中国でも以上のような試算を

行っている中での現実的な対応と考えられる。 

■図表：米中間の貿易が20％減少した場合の各国GDPへの影響 

 
（注）2014 年～2016 年の経済構造に基づく分析、各国の乗数効果を加え、米国輸入品と国内品の代替を含めない場合 
   の試算値 
（資料）BIS よりみずほ総合研究所作成 
                                                  
1 「対米通商問題への中国の対応」（みずほ総合研究所 『みずほインサイト』 2018 年 5 月 2 日） 
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従来制度における任期 任期廃止により、事実上の終身国家主席となった場合
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（GDP比、％） 米中間の貿易縮小に伴う各国GDPへの影響
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